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県内景気の動向

京滋の景気動向

現状  県内製造業の生産活動を鉱工業生産指数で
みると、前月に比べ食料品やプラスチック製品など
で上昇したものの、生産用機械や輸送機械などで低
下したため、全体では３か月ぶりに低下した。
　需要面では、百貨店・スーパー販売額はウエイト
の高い飲食料品をはじめ、他のすべての品目で減
少したため、全店ベースでは３か月連続で減少して
いるが、緊急事態宣言解除後、売上が増加した昨
年の影響を排除した一昨年と比べると微増となった。
また、大型専門店などの他の小売業態の販売額は、
ウエイトの高いドラッグストアをはじめ、すべての業
態でマイナスとなったため、小売業６業態計の売上
高は７か月連続で前年を下回り、一昨年と比べても
マイナスに転じ、季節要素を除去した売上高もマイ
ナスとなった。さらに、軽乗用車の販売台数が４か月
連続で大幅減少し、乗用車の新車登録台数が６か
月ぶりに大幅減少となったため、３車種合計では２か
月ぶりに大幅減少した。
　投資需要では、新設住宅着工戸数が６か月ぶりに
減少したのに対し、民間設備投資の指標である民間
非居住用建築物着工床面積は４か月ぶりに大幅増
加し、公共工事の請負金額も５か月連続で増加して
いる。
　このような中、雇用情勢をみると、新規求人倍率
と有効求人倍率は、ともに２か月ぶりに上昇し、常用
雇用指数は２か月連続で低下したものの、製造業の
所定外労働時間指数も６か月連続かつ大幅上昇し
ている。
　これらの状況をまとめると、製造業の生産活動は
これまでの回復傾向に足踏みの動きがみられる。需

要面では、個人消費は新型コロナ第５波の影響で県
内でも８月の月間感染者数が過去最多となるなど、
大きく落ち込む結果となった。一方、投資需要では住
宅投資が伸び悩んだものの、民間設備投資が増加
に転じ、公共投資は増加傾向が続いている。この中
で雇用情勢は全体に再び前向きな動きがみられる。
したがって県内景気の現状は、持ち直しの動きが続
いているものの、足踏み状態にあるものとみられる。
今後の動向  県内製造業の生産活動については、世
界的な半導体不足や東南アジアでの新型コロナ
感染拡大に伴う部品供給の停滞の影響が残り、一
時的にこれまでの回復傾向に鈍化の動きがみられ
ようが、今後はサプライチェーンの問題が徐々に解
消に向かうと思われることから、再び持ち直しの動
きが出てくると考えられる。個人消費については、ワ
クチン接種の進展と９月末をもって全国で緊急事
態宣言などがすべて解除されたのに伴い、消費マ
インドの緩やかな改善とともに、対人接触型のサー
ビス消費をはじめ、全体に回復に向けた動きをみせ
てくるとみられる。しかし、新型コロナのペントアップ
需要（先送りされた需要）の発現に力強さが欠ける
とみられることや、急速に進む原油などの資源高
の影響が物価上昇の動きにつながり、今までの回
復の動きに水をさすことが懸念される。また、投資
需要については慎重な動きが残り、とくに民間設備
投資のマインド回復には今しばらくの時間を要する
ものと考えられる。したがって今後の県内景気につ
いては、新型コロナの影響は徐々に解消に向かうも
のの、しばらくは現状の足踏み状態が続くものと思
われる。

　京都府・滋賀県の景気は、新型コロナウイルス感
染症の影響が続くもとで、依然として厳しい状態に
あり、持ち直しのペースが鈍化している。
　個人消費をみると、足踏み状態となっている。観
光は、引き続き厳しい状態となっている。設備投資
は、持ち直している。住宅投資は、堅調となってい
る。公共投資は、高水準で推移している。こうした
中、生産は、供給制約の影響を受けつつも、緩やか
に増加している。また、雇用・所得環境をみると、労
働需給は弱い状態が続いているが、幾分改善して

いる。雇用者所得は弱い状態が続いている。
　今後については、当面、感染症の影響から厳しい
状態が続くとみられるが、緩和的な金融環境や政
府等の各種経済対策の効果もあって、徐々に改善
していくとみられる。こうした中、感染症の帰趨、政
府等が打ち出している各種経済対策の効果、米中
間の貿易摩擦を含む海外経済の動向、それらが管
内経済に与える影響等に注視していく必要がある。

【日本銀行京都支店：「管内金融経済概況」（2021
年10月18日発表）より】　

持ち直しの動きが続いているものの、
足踏み状態にあるものとみられる

・鉱工業生産指数（2015年＝100）の「原指数」（2021年８月）は98.7、
前年同月比＋16.0％となり、６か月連続かつ大幅に上昇している
が、３か月ぶりに100の基準を下回り、「季節調整済指数」は108.0、
前月比－4.7％で、３か月ぶりに低下した。しかし、季調済指数の３
か月移動平均値（７月）は109.6、前月比＋1.8％で、３か月連続で上
昇している。これは、前月と前々月の季調済指数が、ともにプラス
となっているため。
・業種別季調済指数の水準が100の基準を上回ったのは「生産用
機械」（173.6）や「化学」（144.4）、「食料品」（118.4）、「汎用・業務用
機械」（113.9）などで、一方、「電子部品・デバイス」（62.5）や「金属
製品」（74.1）、「窯業・土石製品」（76.5）などは引き続き極めて低い。
・前月と比較して高ウエイトで上昇した業種は、「食料品」（前月比＋
21.2％、清涼飲料）や「プラスチック製品」（同＋0.3％）などで、一方、

低下したのは、「生産用機械」（同－14.4％、半導体・フラットパネル
ディスプレイ製造装置）や「輸送機械」（同－13.8％）など。

・「民間非居住用建築物着工床面積」（21年９月）は60,409㎡、前
年同月比＋52.1％で、４か月ぶりに大幅増加した。用途別にみる
と、「サービス業用」が13か月ぶりに大幅増加し（34,731㎡、同＋
69.2％）、「商業用」（10,691㎡、同＋98.2％）と「鉱工業用」（9,724
㎡、同＋34.8％）は、ともに２か月連続で大幅増加している。この結
果、３業用計では４か月ぶりに大幅増加となった（55,146㎡、同＋
66.4％）。
・�トラック新車登録台数（９月）は、「普通トラック（１ナンバー車）」は
横ばいだったが（145台、同０％）、「小型四輪トラック（４ナンバー
車）」が２か月連続で大幅減少したため（216台、同－17.9％）、２車
種合計では２か月連続で大幅減少（361台、同－11.5％）。

・「消費者物価指数（生鮮食品を除く総合／大津市／2020年＝100）」
（21年９月）は99.4、前年同月比－0.1％、前月比0.0％となり、前年
同月比は18か月連続で低下しているが、前月比は横ばいとなっ
た。その中でエネルギーは前年比＋5.6％と５か月連続で上昇し、
今後の動向を注視する必要がある。
・「百貨店・スーパー販売額（全店ベース＝店舗調整前、対象102店
舗）」（８月）は、22,758百万円、前年同月比－8.2％となり３か月連続
で減少している。しかし、緊急事態宣言が解除され、売上が増加
した昨年の影響を排除した一昨年同月と比べると微増となった
（＋0.6％）。品目別では、ウエイトの高い「飲食料品」（同－1.9％）が
２か月連続で減少し、「衣料品」（同－44.4％）や「身の回り品」（同－
54.2％）、「家庭用品」（同－25.9％）、「家電機器」（同－19.3％）とすべ
ての品目が前年の反動で減少した。「既存店ベース（＝店舗調整
後）」も２か月連続で減少している（同－2.7％）。
・大型専門店では、ウエイトの高い「ドラッグストア」（全店ベース＝
店舗調整前、８月、222店舗）は7,398百万円、同－0.2％で、３か月
ぶりに減少、「家電大型専門店」（同41店舗）は3,549百万円、同－
24.9％となり３か月連続かつ大幅減少、「ホームセンター」（同63
店舗）も3,178百万円、同－20.4％で、６か月連続かつ大幅減少して
いる。「コンビニエンスストア」（同556店舗）は9,731百万円、同－
2.7％となり６か月ぶりに減少した。
・これらの結果、「小売業６業態計売上高」（８月）は46,614百万円、同
－8.5％となり、７か月連続で前年を下回っている。一昨年同月比
では、これまでプラスで推移していたが、８月はマイナスに転じた
（－1.5％）。また、季節要素を除去した12か月移動平均値をみる
と、１月をピークに（同＋3.5％）低下傾向にあり、６業態で集計が可

能な17年６月以降で初めてのマイナスとなった（８月：同－0.8％）。
新型コロナ第５波で、８月上旬にまん延防止等重点措置の適用地
域に滋賀県が追加され、下旬に２回目の緊急事態宣言が発出さ
れた影響で、大きく落ち込む結果となった。
・「乗用車新車登録台数（登録ナンバー別）」（９月）については、「小
型乗用車（５、７ナンバー車）」が11か月連続かつ大幅減少してい
るのに加え（689台、前年同月比－44.7％）、「普通乗用車（３ナン
バー車）」も12か月ぶりに大幅減少したため（1,280台、同－30.1％）、
２車種合計では６か月ぶりに大幅減少した（1,969台、同－36.0％）。
また、「軽乗用車」も４か月連続かつ大幅減少しているため（1,452
台、同－31.8％）、これら３車種の合計では２か月ぶりに大幅減少し
た（3,421台、同－34.3％）。これは、世界的な半導体不足の影響が
続いていることに加え、東南アジアの新型コロナ感染拡大で、部
品調達が滞っている影響とみられる。

「鉱工業生産指数」の前月比は
３か月ぶりに低下

「小売業６業態計売上高」は
７か月連続で前年を下回る

「民間非居住用建築物着工床面積」は
４か月ぶりに大幅増加
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20/4~5、 
新型コロナ
の緊急事態
宣言（1）

21/1~2、 
新型コロナ
の緊急事態
宣言（2）

21/4~6、 
新型コロナ
の緊急事態
宣言（3）

21/7~、 
新型コロナ
の緊急事態
宣言（4）

（注）小売業6業態計は、百貨店・スーパー、家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンター、コンビニエンスストアの合計。
　　季節調整済値は、元データの12か月移動平均値。
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